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○新発田市個人情報の保護に関する法律施行条例施行規則

令和５年１月２４日

規則第１号

（趣旨）

第１条 この規則は、新発田市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年新発田市条

例第２９号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において使用する用語は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。以下「法」という。）において使用する用語の例による。

（登録簿等）

第３条 条例第３条第１項に規定する登録簿は、個人情報取扱事務登録簿（別記第１号様式）

とする。

２ 条例第３条第３項の規則で定める個人情報は、次に掲げる個人情報とする。

(１) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づく犯則事件の調査のために作

成し、又は取得する個人情報

(２) 実施機関の職員又は職員であった者に係る個人情報であって、専らその人事、給与

若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの（実施機関が行

う職員の採用試験に関する個人情報を含む。）

(３) 専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報

(４) 資料その他の物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡のために利用する記

録情報を記録した個人情報であって、送付又は連絡の相手方の氏名、住所その他の送付

又は連絡に必要な事項のみを記録するもの

(５) 実施機関の職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し、又は取得す

る個人情報であって、記録情報を専ら当該学術研究の目的のために利用するもの

(６) 一般に入手し得る刊行物等から収集した個人情報

（保有個人情報開示請求書）

第４条 法第７７条第１項に規定する開示請求書は、保有個人情報開示請求書（別記第２号

様式）とする。

（保有個人情報開示決定通知等）
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第５条 法第８２条第１項の規定による書面による通知は、保有個人情報開示決定通知書

（別記第３号様式）又は保有個人情報部分開示決定通知書（別記第４号様式）により行う

ものとする。

２ 法第８２条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報不開示決定通知書（別

記第５号様式）により行うものとする。

３ 法第８３条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報開示等決定期間延長通

知書（別記第６号様式）により行うものとする。

（第三者に対する意見照会）

第６条 法第８６条第１項の規定による通知は、保有個人情報に係る第三者情報意見照会書

（別記第７号様式）により行うものとする。

２ 法第８６条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報に係る第三者情報意見

照会書（別記第８号様式）により行うものとする。

３ 法第８６条第１項又は第２項に規定する意見書は、保有個人情報の開示に係る意見書

（別記第９号様式）とする。

４ 法第８６条第３項の規定による書面による通知は、保有個人情報に係る第三者情報開示

決定通知書（別記第１０号様式）により行うものとする。

（保有個人情報訂正請求書）

第７条 法第９１条第１項に規定する訂正請求書は、保有個人情報訂正請求書（別記第１１

号様式）とする。

（保有個人情報訂正決定通知等）

第８条 法第９３条第１項の規定による書面による通知は、保有個人情報訂正決定通知書

（別記第１２号様式）により行うものとする。

２ 法第９３条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報不訂正決定通知書（別

記第１３号様式）により行うものとする。

３ 法第９４条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報開示等決定期間延長通

知書（別記第６号様式）により行うものとする。

（保有個人情報利用停止請求書）

第９条 法第９９条第１項に規定する利用停止請求書は、保有個人情報利用停止請求書（別

記第１４号様式）とする。

（保有個人情報利用停止決定通知等）
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第１０条 法第１０１条第１項の規定による書面による通知は、保有個人情報利用停止決定

通知書（別記第１５号様式）により行うものとする。

２ 法第１０１条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報利用不停止決定通知

書（別記第１６号様式）により行うものとする。

３ 法第１０２条第２項の規定による書面による通知は、保有個人情報開示等決定期間延長

通知書（別記第６号様式）により行うものとする。

（保有個人情報の写しの交付等に要する費用）

第１１条 法第８７条第１項に規定する保有個人情報の写し又は電磁的記録の複写をした

ものの交付を受ける者は、当該写しの作成又は電磁的記録の複写に要する費用を負担しな

ければならない。この場合において、その費用の額は、別表に定めるとおりとする。

２ 前項に規定する保有個人情報の写し又は電磁的記録の複写をしたものの送付を受けよ

うとする者は、当該送付に要する郵便料金相当額の費用を負担しなければならない。

（その他）

第１２条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（新発田市個人情報保護条例施行規則の廃止）

２ 新発田市個人情報保護条例施行規則（平成１０年新発田市規則第２７号）は、廃止する。

別表（第１１条関係）

文書等の種類 写しの作成の方法 金額

文書、図画（写真を含む。）複写機により複写したもの（単色刷

り）

1枚につき 10円

複写機により複写したもの（多色刷

り）

1枚につき 70円

マイクロフィルム 用紙に出力したもの 1枚につき 10円

電磁的記録 用紙に出力したもの 1枚につき 10円

録音カセットテープ、ビデオカセッ

トテープ、磁気ディスク、光ディス

クその他電磁的記録媒体に複写し

たもの

複写する電磁的記録媒体の購

入経費に相当する額
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備考

１ 保有個人情報（電磁的記録を除く。）の写しを交付する場合は、日本産業規格A列

３番までの用紙を用いるものとし、これを越える大きさの規格の用紙を用いた場合に

ついては、日本産業規格A列３番による用紙を用いた場合の枚数に換算して写しの枚

数を計算するものとする。

２ 用紙の両面に印刷された写しを作成する場合については、片面を１枚として計算す

るものとする。
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